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研究成果の概要（和文）：本研究では，主に，倒産手続において，手続開始前にあらかじめ設定された譲渡担保
や所有権留保等の非典型担保をどのように処遇すべきかという問題について，フランス法と比較しつつ検討を行
った。倒産手続において，これらの担保の有する優先権を尊重することは，信用制度を維持するために不可欠で
ある。しかし，その独占性を考慮すると，債務者事業の再生の確保，他の一般債権者との衡平，そして当該担保
権者間での利益調整という観点から，倒産手続開始前に優先性の公示を要求し，予測可能性を確保すべきであ
る。

研究成果の概要（英文）：In this research, we mainly studied the problem of how to treat the atypical
 collaterals attached before the insolvency proceedings, such as the mortgage and the title 
retention etc., in comparison with French law. In the insolvency proceedings, respecting the 
priority of these collaterals is essential for maintaining the credit system. However, considering 
their exclusivity, from the viewpoint of the ensuring the rehabilitation of the debtors' business, 
the equity with other non-collateral creditors, and the adjustment of profits among the collateral 
creditors, it should be required to keep the public announcement of their priorities before the 
commencement of the proceedings to ensure the predictability.

研究分野：民事手続法

キーワード： 倒産法　担保　フランス法　優先権　譲渡担保　所有権留保　保証　相殺
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
実定法において規律が置かれていない（動産・債権に関する）譲渡担保や所有権留保等の非典型担保は，倒産手
続において，その処遇をどのように規律すべきかが重要な検討課題とされてきた。そこで，本研究では，具体的
な裁判例における争点を分析検討するとともに，同様の問題状況に直面しているフランス法との比較研究を通じ
て，わが国における問題状況を明らかにし，その解決策を検討した。これにより，公示制度が確立しておらず，
その優先的な地位（優先性）が予め公示されていない非典型担保につき，倒産手続において他の一般債権者や担
保権者との間での利益衝突が先鋭化するという問題を抽出し，立法論も含めたその対応策の提示を行った。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（1） 「倒産手続と担保の関係」は，倒産法研究及び民法研究の双方において，いわば古典的な
研究テーマである。事実，19 世紀においてヨーロッパ各国が近代法としての倒産法制を整備す
るにあたって当初から議論されてきた重要問題の 1 つであった。債権者平等を掲げ，原則とし
て個別的権利行使を禁じる法的倒産手続において，事前に設定された担保権の効力がどこまで
許容されるべきかは，担保取引による信用制度に関わる優れて政策的な問題であり，仮に倒産手
続における担保権の効力が大幅に縮減されるとすれば，信用補完を実現する担保制度にとって
は死活問題となる。しかし他方で，特に戦後において法的倒産手続は単なる清算だけでなく，企
業再建又は事業再生を目的に含む法制度として設計されてきたため，無条件に担保権の効力を
法的倒産手続においても承認してしまうと，担保目的物の換価によって企業再建又は事業再生
に不可欠な資産の喪失をもたらし，企業再建又は事業再生の妨げとなりうる。そのため，「倒産
手続と担保の関係」，つまり両者の調整問題はアポリアの 1 つであり続けていると評し得る。 
現在，民法及び倒産諸法によって規律される抵当権を代表とする典型担保に関しては，法改正
の進展に伴い，このような倒産手続と担保との間の調整問題は立法によって徐々に解決が図ら
れつつある。ところが，いわゆる非典型担保についての規律は，例えば所有権留保については自
動車販売等の割賦購入あっせんにおいて広く用いられ，また，集合動産・債権譲渡担保について
は ABL（動産債権担保融資）としての活用が注目されているにもかかわらず，立法による対処
を欠くため，基礎となる実体法上の規律においてさえ実務運用や最高裁判所を始めとする裁判
所の判断，すなわち判例・裁判例に委ねられており，倒産手続における処遇も同様の状況にある。
実際に，近年だけでも，民事再生手続における集合債権譲渡担保の処遇（中止命令発令〔民事再
生法 31 条〕の可否）が争点となった大阪高決平成 21 年 6 月 3 日，民事再生手続におけるフ
ァイナンス・リース契約における倒産解除特約（非典型担保の私的実行に相当する。）の効力が
問題となった最判平成 20 年 12 月 16 日（民集 62巻 10 号 2561 頁），民事再生手続における
割賦購入あっせんによる自動車の所有権留保の処遇に関する最判平成 22 年 6 月 4 日民集 64 
巻 4 号 1107 頁等，枚挙にいとまがない。さらには，担保的機能を有する相殺権に関しても判
例の動きは目まぐるしく，近時，最判平成 26 年 6 月 5 日（民集 68 巻 5 号 462 頁）が倒産手
続における担保的機能の肯否につき「相殺の担保的機能に対する合理的な期待」を有するか否か
というメルクマールを示唆し，その射程が論議の対象となっている。すでに上記で紹介した判例
を契機とする先行研究は数多く存在し，また各国との比較法研究も特に非典型担保に関して多
く行われてきた。しかし，いずれの研究についてもそのほとんどが最高裁判例で争われた争点を
中心に検討するものであり，いわば対処療法的な解決策を図っているにすぎないようにも思わ
れる。そこで，裁判例において現れた争点から共通する問題状況を抽出し，法的倒産手続におい
て担保又は担保的機能をいかなる指針において処遇すべきか，という一般的視座の獲得に向け
た研究への着手は急務であると言える。 
（2） 以上と同様の問題状況は，日本だけに限られず，ドイツやフランス等の他の先進諸国にお
いても見られる。例えば，フランス法においては，1985 年に企業再建を最優先とする法制度を
設けたことにより担保権の効力を極端に弱めてしまい，担保信用制度に多大な障害をもたらし
た。以降，フランスでは，特に担保法と倒産法との調整問題に関心が向けられ，立法に関与する
政府関係者や実務家のみならず，多くの研究者が研究テーマとして取り組み，多くの研究成果を
公表している。このような状況にあるフランス法においては，法的倒産手続における処遇を前提
として，法的倒産手続において原則として効力が否定される抵当権等の伝統的な優先権付与型
担保との対比において，上記で示した所有権把握型の非典型担保のみならず，これと同様に倒産
手続においても原則としてその優先的満足を倒産法の拘束を受けずに実現できる相殺権や担保
目的の債権譲渡も含む「独占的（排他的）担保（sûretés exclusives）」という概念が措定されて
いる。この法的倒産手続においても独占的な満足を得られる「独占的担保」については，その外
延及び構成要素を探る研究が現れており，注目される。 

 
２．研究の目的 
本研究では，研究期間内において，次の点を明らかにすることを目的とする。すなわち，法的
倒産手続の目的と担保の効力との間の調整問題に関して，とりわけ実体法上の規律が明らかで
はない非典型担保や相殺の担保的機能の処遇について，直裁に倒産法上の問題として捉えて，手
続開始前における実体法（民法）上の法律関係を前提としつつも，倒産法固有の合目的的な観点
において考察を行うべきである，という一般的視座である。そして，ここでいう倒産法固有の合
目的的な観点とは，主には法的倒産手続に共通する目的である債権者間の平等，公正・衡平の観
点であり，ヨリ詳細には，平時実体法に基づき事前に設定された担保について，一般債権者との
間の衡平の見地から，法的倒産手続においてどこまでその優先性を認めるべきか，という観点で
ある。 
さらに，本研究は，このフランス法における「独占的担保」概念に関する研究とわが国の判例
及び学説の議論状況を比較検討することによって，担保又は相殺の担保的機能を法的倒産手続
においてどのように処遇すべきかという問題につき，個別問題に対する対処療法的解決を超え
て，倒産法学の観点からの一般的な視座を提示することを目的とする。 
 
３．研究の方法 



まず，わが国の裁判例において現れた論点について，判例研究として個別に検討を行い，各種
研究会等で報告の機会を得るとともに，判例評釈や論稿の形で成果を公表した。具体的には，倒
産手続における所有権留保の処遇，所有権留保と譲渡担保の競合関係，さらに保証に関する裁判
例を題材としている。 
つぎに，フランス倒産法及び担保法の現状及びそれに関する研究状況を把握することとし，そ
の方法として，基礎となる文献・資料の検討を行った。併せて，研究最終年度の 3月に実施され
た日仏合同シンポジウム（後記５．参照）において本研究テーマに関する講演を行い，フランス
人研究者との意見交換の機会を持った。 
 
４．研究成果 
 
実定法において規律が置かれていない（動産・債権に関する）譲渡担保や所有権留保等の非典
型担保は，債務者の倒産手続において，その処遇をどのように規律すべきかが重要な検討課題と
されてきた。具体的には，前述のように，非典型担保はその名のとおり実定法上の規律が明確で
はなく，近年は動産債権譲渡特例法に基づく動産・債権譲渡登記制度も整備されているものの，
その利用件数は未だに少なく，抵当権設定登記のような公示制度が確立していない。そのため，
非典型担保として，所有権留保はもとより，譲渡担保についてもその優先的な満足を得られる地
位（優先性）が予め公示されていないため，倒産手続において他の一般債権者や担保権者との間
での利益衝突が先鋭化・顕在化しているという問題状況を抽出することができる。 
以上のようなわが国における問題状況と比較する対象として，本研究ではフランス法を採り
上げた。フランス法においては，抵当権等の伝統的な担保については倒産手続による制約を全面
的に受けるのに対して，譲渡担保や所有権留保は制約を受ける程度が低く，本来の優先的満足の
実現が可能となっており，この点を捉えて「独占的（排他的）担保」と称されている。これに対
して，日本法においては，倒産手続において非典型担保についても抵当権を始めとする典型担保
と同様の規律に服するというのが通説的な理解であるため，このような区分は直接妥当しない。
しかし，譲渡担保や所有権留保等の非典型担保が債務者財産（特にその流動資産たる在庫動産や
売掛債権等）を包括的かつ独占的に把握する契機を有しているのは日仏に共通しており，そこで
フランス法における倒産手続での独占的担保への立法による対応の在り方は参照に値する。フ
ランスでは，独占的担保の優先性を倒産手続においても尊重する方向性を強調しつつも，事業再
生の目的に照らして倒産法上の合目的的な制約の規律を設けることで，その調和を模索してい
ることが判明した。現在，フランスにおいては担保法改正作業が進展しており，具体的にどのよ
うな法制度が設けられるのかについては今後の研究課題となろう。 
以上のように，倒産手続において，これらの担保の有する優先権を尊重することは，信用制度
を維持するために不可欠である。この要請は，債務者の倒産手続においても異ならない（債務者
倒産の局面でこそ優先権の実現は発揮される必要があろう）。しかし他方で，その独占性を考慮
すると，債務者の倒産手続において，債務者事業の再生の確保，他の一般債権者との衡平，そし
て当該担保権者間での利益調整という観点を考慮した規律に服せしめることも同様に不可欠で
ある。差し当たり，倒産手続開始前に優先性が予め公示されることを要求し，予測可能性を確保
することが必要であり，そのための公示制度の整備が求められる。 
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